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平成22年度土木学会全国大会 研究討論会 

 

（研13）「市民主体の取り組みにおける土木技術者のかかわり方」 

   

コンサルタント委員会 市民合意形成小委員会 

平成21年9月1日（火）16:15～18:15 

 ■主題 

 本委員会は、社会資本整備に関する市民合意形成の円滑化を目指し、平成 12 年より、市民合意

形成の手法普及ためのハンドブック作成や、市民合意形成を進める合意形成プロデューサー（技術

者）の確立などの研究活動を続けてきた。 

近年は、行政や事業者が進める社会資本整備への市民参加以外に、市民や地域が主体的に実施す

る地域まちづくり活動なども見られる。 

 本研究討論会においては、市民が主体となる活動において、土木技術者や合意形成プロデューサ

ーのかかわり方と課題などについての討論を行い、今後のあるべき方向を探ってみたい。  

1)座長 

  上野俊司 国際航業株式会社   

2)話題提供者 

   ①市民主体的活動の継続について 

    伊藤将司  株式会社福山コンサルタント東日本事業部  

 

②「市民主体の取り組み」の可能性と課題 

  －交通安全などにおける市民の主体的な活動について－ 

久保田尚  埼玉大学工学部 教授 

③宇都宮の市民団体の主体的なまちづくりの活動について 

  －交通まちづくりの見える化－ 

森本章倫  宇都宮大学大学院工学研究科 准教授 

 

④「まちが提供する市民が活躍する場～札幌大通まちづくり会社の取組例」 

          服部彰治  札幌大通まちづくり株式会社 

 

⑤佐賀まちづくり活動の現状と課題 

               外尾一則  佐賀大学理工学部都市工学科 教授    

    

⑥市民の主体的な活動と専門家のかかわり方 

    白水靖郎  中央復建コンサルタンツ株式会社    

 

 

   

   



初期提案活動(1年） 提案活動活性化（3年） 管理へ展開(2年）
要素
手順

要
因

人：参加
者と相
互のつ
ながり

意識：目
標や信
頼関係

環境：合
意形成
の場

・美化活動が組織化
され展開される
・道路管理者との管
理協定が締結

成果

・月1回の開催
・活動費を行政が支
援
・3回に1回程度行政
が出席
・先行整備された区
間を基に改善提案

・月1回の開催
・活動費を行政が支援
・3回に1回程度行政が
出席
・整備予定区間のつくり
方を提案

・住民による協議組
織が発足
・沿道の樹木保存
・窪地の道路計画の
提案

・道路構造に住民提案
の実現（緑化、生活道
路の拡幅、自転車分離
など）
・新たな検討会の発足

・2ヶ月に1回の開催
に
・美化活動を2ヶ月に
1回程度開催
・活動費を行政が支
援

・行政担当も移動に
なるため、協議会の
基本方針を実現化
するため住民の関
与が必要という意識
・行政も協議会のつ
ながりから住民提案
を聞く姿勢

・樹木の保存や窪地の
道路計画提案の実現
化などの成功体験か
ら、さらなる改善へのモ
チベーションがあがる
・行政も成果を認識し、
積極的に提案を受け入
れる

・行政の要望を受
け、提案から美化活
動への意識変化
・使い方への改善の
ため活動を模索
・提案の実現化やメ
ディアでの取り上げ
など大きな成功体験
へ発展

市民主体の活動

・環境施設帯検討協
議会に参加した市
民が中心
・新たな市民にも声
かけをして参加
（様々な専門家が含
まれる）

・参加者が概ね固定さ
れ、参加者のネットワー
クが強まっていく(専門
家の存在大）
・景観に関する新たな
検討会も発足

・参加者を中心に美
化活動をする組織が
発足
・美化活動には沿道
住民や企業も参加

市民主体的活動の継続について 

  

株式会社福山コンサルタント 伊藤将司 

 

 １．市民の主体的事例紹介 

行政などが主催する公的な合意形成の場での取り組みと自主的な継続活動の取り組み内容について、表-1
の３つの要因の視点から整理するとともに、その取り組みによる成果をとりまとめた。 
 

（１）事例１：環境施設帯の整備事業の継続活動 

当該事業は、東京都の多摩地域の南北幹線道路である都市計画道路調布保谷線の拡幅事業（現道 10m を

計画幅員 36ｍ、4 車線に拡幅する約 2.2km の事業）の

環境施設整備における、市民の自主的な取り組みの事例

である。平成 13 年からの約 8 年間の取り組みについて

整理を行い、市民の自主的な継続活動の要因を整理した。 
 

 
（２）事例２：バリアフリー基本構想策定事業 
 交通バリアフリー法に基づく基本構想策定に関わる市民・当事者の自主的な取り組みの事例である。平成

15 年から約 5 年間の市民・当事者の取り組みについて整理を行い、自主的な継続活動に関する要因を整理し

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

公的な合意形成の場
環境施設帯検討協議会（2年）

・公募市民による参加であるが、反対住民も多く、注目
をされた事業であったため、意識の強い人が集まる傾向
にあった
・地権者、周辺住民、反対の会などのメンバーが横のつ
ながりを形成
・行政、コンサルタント、ファシリテーターの参加

・10回のワークショップを実施
・環境施設帯の理解促進のため、参加者が提案した環
境施設帯のモデルを施工し、施工後に評価を実施
・参加者主体の反省会などを実施して、横のつながりづ
くりを行う

成果
・環境施設帯整備の基本方針の策定
・住民相互の話合いの場が継続される

要素　　　　　手順

要因

人：参加者
と相互の
つながり

意識：目標
や信頼関

係

・当初は、事業の反対、合意形成の進め方の不安、事
業者への不信などの意見が見られるが、合意形成の場
を通じて、建設的な話合いの場と変化する
・協議会での方針を実施に反映するため、合意形成の
場の終了後の事業への関わりに関心が高まる
・行政担当者と参加者との信頼関係の醸成

環境：合意
形成の場

公的な合意形成の場
バリアフリー基本構想策定段階（2年）

・公募市民と障害者の5団体からの当事者の参加
・バリアフリーに関心の強い人が集まる（直接の声かけ）
・意識の強い人相互の横の連携が生まれる（WSの実
・その他、行政、学識、NPO、コンサルタントが支援

要素　　　　　手順

人：参加者
と相互の
つながり

意識：目標
や信頼関

係

環境：合意
形成の場

・バリアフリー環境の実現という漠然とした目標から、参
加者の主体的なソフト施策の実現という目標に変化する
・合意形成の場を通じて、参加者意識が主体的に変化
・強い関心を持つ参加者が目標を共有化する
・行政への信頼関係の醸成

・5回のワークショップを実施、当初より参加者の継続的
活動を視野に入れたプログラムづくりを実施
・参加者の体験として、駅での聞き取り調査や駅ボラン
ティアの試行的取り組みを実施
・行政、学識、コンサルタントの共通認識のもとの支援
・行政の組織を超えた横断的な支援の実施

成果

・市民主体の活動計画の作成
・試行的に参加者主体の活動を実施（駅ボランティア）
・市民主体の継続活動の話し合いを開催

要因

初期活動（1年） 活動停滞(1年） 新たな活動（1年）
・参加者には変化な
し
・行政の担当者、学
識も参加

要素
手順

・再度一体的な活動
のための話合いを行
い、方向性を統一に
する

・行政：担当者調整
役となり、話し合いを
再会、さらに活動費
を提供
・学識：アドバイス

・基本構想参加した市
民と当事者で、横の
ネットワークを維持
・行政、NPO、学識が
支援

・市民の主体的活動
の実現化に向けてモ
チベーションが高い

・行政：各者への連
絡、活動費の提供
・学識：アドバイス
・NPO：意見のとりまと
め

・活動が任意となり、活
動を取りやめる市民
・意識が高く、思いの共
通な人が残る

・個々人のそれぞれの
思いが強く、方向にず
れが生じる要

因

人：参加
者と相互
のつなが

り

・駅ボランティア実施
・バリアフリー教室
（国土交通省共催）
・市民懇談会

市民主体の活動

・市民独自の会議実施
・行政、NPO、学識の支
援なし（まとめ役不在）
・個々に作業が集中し、
本業を抱えながらの活
動に限界が生じる

・駅ボランティア実施
・小学校へのバリアフ
リー出前講座
・シンポジウム開催

・他団体との共同の出
前講座（参加者任意）

意識：目
標や信頼

関係

環境：合
意形成の

場

成果

図-1：公的合意形成の場から市民活動への展開（事例１） 

図-2：公的合意形成の場から市民活動への展開（事例２） 
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■人：参加者と相互のつながり
○中心となるキーマンの存在
　・強い意識の参加者（事例１、２）
○相互のつながりなど

　・合意形成の場におけるつながり（事例１、２）
　・体験を通じてのつながり（事例１、２）
　・任意の集まり（反省会）によるつながり（事例１）

■意識：目標や信頼関係
○合意形成の場における共通目標

　・施設のデザインへの意見の反映（事例１）
　・ソフト施策への自主的な関わり（事例２）
○参加者相互の信頼関係

　・行政との信頼関係の構築（事例１、２）

■環境：合意形成の場
○合意形成の場の適切な運営方法

　・適切なプログラムによる十分な議論（事例１、２）

○意識変容に通じる外的刺激
　・モデルの体験とその評価改善検討（事例１）

・駅での聞き取り調査や駅ボランティア（事例２）
○行政の対応
　・情報公開や真摯な態度による対応（事例１、２）

自主的な活動組織の発展事例
（事例１）

自主的な活動組織の停滞と再
活性化事例（事例２）

・強い意識の参加者
・参加者の拡大(在住専門家)

・強い意識の参加者
▲参加者の拡大が少ない

・密な会議による相互のつながり連携の強化

・道路整備への意見の反映
・維持管理へ拡大

・ソフト施策の自主的な活動
▲個人の思いを優先（目標の
方向性の不一致）

■環境：合意形成の場 ■環境：合意形成の場

・道路施設の改善事項の議論
・ソフト施策の議論
▲とりまとめ役不在
▲個々への作業負荷

・成功体験（施設整備に反
映、利用者から賞賛）

・成功体験（ソフト施策の実
現）

・行政の真摯な態度による住
民提案の受け入れ

・行政の支援（運営の支援）
▲運営支援がない場合＝とり
まとめ役不在
▲は自主的な活動組織の停滞要因

■人：参加者と相互のつながり
○中心となるキーマンの存在

○相互のつながりなど

■意識：目標や信頼関係

○意識変容に通じる外的刺激

○行政の対応

○合意形成の場における共通目標

○参加者相互の信頼関係
・行政との信頼関係の維持

○合意形成の場の運営

 

２．自主的な継続活動の要因の考察 
（１）公的な合意形成から自主的な活動への展開要因 

２事例とも公的な合意形成から自主的活動へ展開し

ている。公的な合意形成時においては、両者とも表-1
に示す共通した、自主的な活動が展開する要因が整理

できる。 
自主的活動へ展開を促していくためには、当該事項

に関して強い意識を持っているキーマンの参加を促し、

適正な合意形成手法を用いて、外的な刺激による意識

変容、目標の共有化、参加者相互の横のつながりづく

りを行うとともに、これらの取り組み過程によって行

政との信頼関係を醸成していくことが重要であると言

える。 

 

 

 

（２）自主的活動の継続と活性化のための要因 

 一方で自主的活動の実施において、２つの事例では、

その取り組みや組織形成において表-2に示す違いが

みられる。 
 これらを踏まえて、自主的活動の継続と活性化の

要因を以下に考察する。 
 

・自主的な活動組織は絶えず変化しており、組織

の発展につながる場合や停滞につながる場合があ

る。 

・組織が発展する場合は、明確な目標の共有化、

活動をリードするキーマンの存在、成功体験、行

政を含めた信頼関係が重要である。 

・組織が停滞する場合は、あいまいになりがちな

活動目標があり、とりまとめ役不在による、参加

者間の活動目標の不一致、個人への負荷の過多な

どが要因である。 

・停滞要因を取り除くことによって活動は再活性

化する。 

 
  
 

 

 

 

 

 

以上 

表-1：自主的活動への共通の展開要因 

表-2：自主的活動の継続と活性化のための要因と課題
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「市民主体の取り組みにおける土木技術者のかかわり方」 

平成 22 年度全国大会開催に伴う研究討論会 20100901 

 

 

 

「市民主体の取り組み」の可能性と課題 

   交通安全などにおける市民の主体的な活動について 

埼玉大学 久保田尚 

 

 

（１）身近な交通安全対策における「市民主体」の意義 

 ・対策の検討に市民の「目」や「皮膚感覚」が不可欠（どこで事故が起こるか分

からない） 

 ・市民の理解が得られれば、物理的デバイスも導入可能になっている 

 

 

（２）行政事業スタートまでの前段階の取り組みとしての「市民主体」 

 ・財政難などで行政事業のスタートが慎重にならざるを得ない 

 ・地元の熟度を高めることによる事業促進 

 ・ポイントは、その段階での「ノウハウ」、「資金」 

 

 

（３）「市民主体」の限界と課題 

 ・道路管理者、公安委員会との関係 

 ・市民公募制の現状と課題 

 

 

（４）「市民主体」の展開可能性 

 ①「市民主体」を取りこんだルールの制定 

 

 

 ②ソフト施策 

    例：抜け道ＭＭ 

小嶋文、久保田尚：抜け道利用ドライバーに対する自覚促し実験の効果に関する研究～通過交通抑

制に向けた「抜け道 MM」の試み～、土木計画学研究・論文集、土木学会、No.25, pp.869-880, 2008 

Kojima, Aya and Kubota, Hisashi: Effectiveness of Awareness Campaign on Rat-runners; 

Application of Mobility Management Methodology to Through Traffic Problems, Asian Transport 

Studies, Eastern Asia Society for Transportation Studies, Volume 1, Issue 3 (in print) 

 

3



約12km

Ｊ
Ｒ
東
北
本
線

東
武
宇
都
宮
線

約3km

宇
都
宮
環
状
線

約12km

Ｊ
Ｒ
東
北
本
線

東
武
宇
都
宮
線

約3km

宇
都
宮
環
状
線

宇都宮の市民団体の主体的なまちづくりの活動について 

- 交通まちづくりの見える化 - 

 

森本 章倫 

宇都宮大学大学院 工学研究科 

１． はじめに 

・ 宇都宮の現状：商店街通行量の減少と大規模商業施設の増加 

・ このまま放置した場合の宇都宮の都市構造： 2050年までの人口分布予測 

・ 宇都宮市の計画：第五次宇都宮市総合計画 2008年 

・ 宇都宮市都市マスタープラン 2009年-2010年：ネットワーク型コンパクトシティ 

・ 交通街づくりの戦略：将来ビジョンと市民との連携 

・ 宇都宮まちづくり推進機構：1999年設立、2009年 NPO法人取得 

重点事業：中心市街地としての都市拠点の機能向上に向けた事業 

① ネットワーク型コンパクトシティ形成に向けた都市拠点機能の検討 

② 公共交通の整備促進、利便性の向上 

③ 都市居住環境整備促進、利便性の向上（安全・安心なまちづくり） 

 

２． 交通まちづくり部会の活動 

（１） 都市交通の見える化 2006年度：中心市街地活性化の戦略 

・ トランジットモールの社会実験：渋滞予測と対策の実施 

・ 大通りにぎわいまつり：2日間で9万人の来訪者、来街者1766人中85％が良い試みと評価 

（２） 将来都市の見える化 2007年度：都市景観計画への対応 

・ 2007年 宇都宮市景観計画の策定：地域性を考慮した景観形成の指針を示す 

・ CGによる将来都市イメージの再現：短期イメージから長期イメージ 

・ 市民への意識調査の実施：個別政策に反対でも将来都市像には賛成へ 

（３） 環境都市の見える化 2008年度：環境対策への取り組み 

・ 2007年 宇都宮市地球温暖化対策地域推進計画の策定：2012年までに17％削減 

・ CGによる環境PR動画の作成：個人レベルの取り組みからまちづくり施策までの可視化 

・ 市民への意識調査の実施 

（４） LRTの見える化 2009年度：宇都宮LRT導入計画への対応 

・ 2008 年 宇都宮市都市・地域交通戦略

会議策定協議会 

・ 宇都宮市 LRT 導入計画の概要：右図は，

宇都宮市の LRT 導入検討ルートを示

したものである．JR 宇都宮駅をはさ

み，西側の中心市街地の方へ約 3km，

工業団地の密集する東側へ約 12km の

計画である． 
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・ LRT 導入に対する市民意識の把握：LRT

導入計画への認知は，2004 年では 65%

程度であったものの，2007 年には約 10

ポイント増加．一方，賛否態度は，「賛

成」はほぼ一定割合を維持するのに対し

て，「どちらでもない」が低下傾向，「反

対」は 2004 年から 2007 年にかけて大き

く増大．総じて，LRT 導入計画への認知

度は高まる一方で，賛否態度に関しては

意見が分散する傾向にある． 

 

３．おわりに：新たな課題に向けて 

・ まちづくり推進機構に求められるもの 

実効性：まちづくりは止まらない！ 

提言性：目標像の共有を目指す！ 

補完性：行政に出来ないことをする！ 

・ 2010 年度：子供向けの情報提供へ：ネットワーク型コンパクトシティはなぜ必要か 

・ 将来の都市づくりにむけての人材育成 

 

市民合意形成に向けた正確な理解を促進する情報提供活動の意義は大きい． 
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